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有機農産物等の流通・販売に関する検討会

報告書概要（案）

第４回検討会

（令和７年１月31日）
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Ⅰ 現状 3
１ 有機農業等に関する状況
・平成21年度に「兵庫県環境創造型農業推進計画」を策定（現在第２期計画期間中）し、推進
した結果、県の環境創造型農業・有機農業取組面積は増加してきたが、近年、伸びが鈍化
・高齢化により栽培をやめる人がいる一方、県への就農相談者の22％が有機農業を希望
・県内では有機農産物等は直売所を中心に販売。一方、消費者が購入するのはスーパーが主
・消費者は標準品より１割高までの価格を希望する者が過半で、４～５割高の価格でも購入す
る者は少数 （農林水産省調査より）
※国が令和３年に「みどりの食料システム戦略」を策定（2050年の目指すべき姿：有機農業取組面積を耕地面積の25％
に拡大など

２ 有機農産物等の流通・販売促進や理解促進に対するこれまでの主な取組
・流通・販売促進のための研修会・商談会の開催：令和２年度１生産者、３年度２生産者が取引開始
・県民の理解促進のための有機農業教室の開催 ：令和５年度受講者 約500名
・有機農業産地づくり推進（オーガニックビレッジ）には全国最多の９市町が取組

○有機農業取組面積の推移

○ひょうご就農支援センター相談件数
（Ｒ３．６月～Ｒ６．１０月）

割合うち有機農業希望就農相談数

22.0％174人792人
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第1期計画 第2期計画
○環境創造型農業取組面積の推移

実施市町取組開始年度

豊岡市、養父市、丹波篠山市、丹波市、淡路市Ｒ４

神戸市、加東市、上郡町、朝来市Ｒ５

〇有機農業産地づくり推進に取り組む市町
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4Ⅱ 有機農産物等の流通・販売や理解促進の課題
１ 有機農産物等の流通・販売促進
①量販店への出荷が必要だが、ロットが少なく、出荷作業や輸送費が増え、価格高にな
りがち。特に発送、小分け、袋詰め、シール貼りなどの負担が大
②生産グループ内で生産情報（各生産者の生産量や農作物の生育状況など）の管理が非
効率で、実需者からのニーズに迅速に応えられていない面がある

【課題１】 出荷に掛かる労力やコストの削減
【課題２】 生産情報の効率的な共有

２ 有機農産物等に対する県民理解促進
①従来の取組を通じて、有機農産物等が安全、健康といったイメージは広がり、環境負
荷軽減への貢献といった公共的価値の認識も広がってきているが、消費者の行動変容
（購買行動）にまでは十分につながっていない

②脱炭素などは現役世代より、さらに将来世代に関係する問題

【課題３】 生産者・流通事業者・行政等による気運醸成
【課題４】 学校給食、食農教育を通じた将来世代への訴求力強化
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１ 流通・販売促進対策

【提言１】出荷コスト・労力の削減を図るため、出荷・流通効率化モデルを構築し、
普及すること

兵庫県の有機農産物の出荷の省力化や輸送コストの低減を図り、生産規模拡大や生産増
を目指すため、地域内の生産者、流通事業者等が連携し、以下について効率的な出荷・流
通モデルを構築することを提言

（１）農業者の小分け作業の省略化による出荷労力の削減
生産規模拡大を志向する農業者が生産に集中・拡大できるよう、農産物の小分け等を

せずに集荷場所に持っていき、量販店に流通ルートを持ち、認定小分け業者となっている
流通事業者等が小分け作業を担うシステムづくりにより、出荷作業を省力化を推進

（２）産地近隣への有機農産物等の集荷拠点の確保による輸送コスト、労力の削減
小分け作業に自ら取り組み、一層の収益を確保しようとする農業者の省力化や販売

ロット拡大にもつながるよう、卸売市場の仲卸事業者やＪＡなどを含む幅広い流通網を有
している事業者と連携した生産地近隣における有機農産物等の集荷拠点の確保の活用によ
る効率的な出荷の仕組みづくりを推進

Ⅲ 提言(今後の施策の方向性）

(A)

(A)
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収穫

小分け
ｼｰﾙ貼り
箱詰め等

出荷

【生産者】

小分け
ｼｰﾙ貼り
箱詰め等

店舗

【生産者】

近隣の店舗中心
遠方の店舗等では
個別輸送によるコ
スト高

【小分け業者】

生産＋出荷調整必要

生産規模・生産量頭打ち

生産者は出荷部分を省力化

規模拡大・生産量増

【現状】 【めざす姿】

小分け
ｼｰﾙ貼り
箱詰め等

【流通事業者】

※近隣に集荷場を
設定

収穫

★ﾊﾟﾀｰﾝ①

★ﾊﾟﾀｰﾝ②

コンテナ等
で出荷

(ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ) グループによる集荷体制

大ロット化

提言１によりめざす姿イメージ

出荷

※JA、仲卸
事業者等

※量販店に流通
ルートを有し
ている小分け
業者

規模拡大

既存の輸送ルート
活用
大ロット化
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【提言２】生産情報の効率的な共有と流通事業者等との需給調整に役立つ仕組みを

導入すること

生産が不安定になりがちな有機農産物の出荷において、産地の収穫量と、受注数のバラ
ンス調整を効率的に実施し、円滑に取引を進めていくため、以下のことを提言

（１）生産グループ内での効率的な生産情報の共有による対応力の強化
生産グループ内において、出荷量の振り分けや会計処理などを効率化し、流通事業者

等のニーズへの対応を迅速化するため、アナログ的な情報共有から、アプリ等を活用し
た各生産者の生産量や農作物の生育状況など生産情報の効率的かつ的確な共有への転換
を推進
県ではクラウドツールと表計算ソフトを組み合わせて、生産者がスマホ上にて簡便な操作で生産

情報の入力や生育状況の写真を添付することにより、情報共有できるアプリを開発中。操作性やコ
ストなど有用性を確認し、さらに、利用者の評価を踏まえて改善し、流通事業者や消費者とのコ
ミュニケーション機能や生育予測などの機能の追加を検討

（２）生産者と流通事業者との情報共有による需給バランスの調整
 生産者と流通事業者が信頼関係を構築し、その上で上記のアプリなどを活用し、出荷
量や出荷時期が把握できるよう農作物の生育予測等の情報共有や量販店ニーズのフィー
ドバックなどのコミュニケーションが効率的にできる仕組みづくりを推進

(C,F)

(D)

(E)
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・出荷調整が非効率
・不安定な出荷

消費者

出荷量・時期等の
情報不透明

生産者グループ

実需者

生産者グループ

出荷計画に加え、生
育状況、出荷時期、
品目やサイズごとの
出荷可能量等の情報
共有

実需者

・生育状況の把握に
より販売計画を円
滑に作成

・早期の情報提供で
販売ロスの削減

消費者

【現状】 【めざす姿】

提言２によりめざす姿

グループ内出
荷調整効率化
・生産拡大

★信頼関係構築
・コミュニケー
ション強化
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【提言３】官民協力し「地元産」と有機農業による「生物多様性」や「脱炭素」

等の価値を関連づけた広報戦略を推進すること

有機農産物等は生物多様性や脱炭素など、価格に見合った様々な価値を有していること
について県民の理解を促進し、買い支えてもらえるようにするため、以下について提言

（１）官民協力した気運醸成
ＣＳＡ手法での生産者と消費者との連携や流通事業者による店頭でのＰＲ、行政機関

等によるマルシェや農業体験等に加え、生産者による直接的なＰＲが効果的と考えられ
るため、小売店店頭等でのＰＲや消費者に生産現場に来てもらってＰＲする取組などに
対して支援
さらに、県産有機農産物等を使用している飲食店の明確化や、生産者、流通事業者等
ステークホルダーによる協議などにより、官民協力した気運醸成を推進

２ 理解促進対策

(G)

(J)

(H)
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（２）「地元産」、「地産地消」と関連付けたＰＲなど広報戦略づくり

購買行動につなげるには安全安心や健康という「私的価値」に加え、景観や脱炭素、
生物多様性などの「公共的価値」の認識をさらに広げることが重要。有機農業の取組によ
り保全される公共的価値は、取組が実施されている地元地域で、より身近なものとして理
解されやすいため、「地元産」、「地産地消」と、景観や脱炭素、生物多様性などの「公
共的価値」を合わせてＰＲし、新しいライフスタイルとして、地元産有機農産物等の購買
を提案
また、本県が環境にやさしい農業に先進的に取り組んでいることが広く認知されるよう
広報戦略を推進
なお、小売店の有機農産物コーナーに立ち寄るのは有機農産物志向の一部消費者であり、

それ以外の消費者の目には留まりにくい。例えば、慣行農産物と有機農産物を同じ棚に置
き、その価値を発信して価格差を認識してもらいつつ、販売することも必要。このために
は、小売店や消費者に有機農産物等の価値を理解してもらう取組が一層必要であり、中⾧
期的に広報活動を推進

(K,L)

(I)
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★様々な情報発信、交流活動
・マルシェ、フォーラム等イベント開
催

・ＣＳＡ手法等による消費者との交流
・ポップ掲示等店舗でのPR
・産地見学会の開催 等

【生産者・流通事業者・行政等】

★理解の進んでいる価値
「安全・安心」【私的価値】

【制度理解】
・有機ＪＡＳ認証
・特別栽培農産物
・ひょうご安心ブランド

【めざす姿】

【現状】
消
費
者
の
行
動
変
容
（
選
択
・
買
い
支
え
）

提言３によりめざす姿

・従来の取組に加え、生産者や飲食店を通じてのＰＲ等強化
・本県が環境にやさしい農業に取り組んでいることを周知する
広報戦略（ＨＰ、ＳＮＳ、インフルエンサー活用など）

・小売店で、より消費者の目に留まりやすい商品陳列働きかけ

★さらに理解を促進したい【公共的価値】として
・景観維持
・脱炭素等、環境負荷軽減
・生物多様性
・資源循環・ＳＤＧｓ などを
「地産地消・県産県消（地元産）」と併せて発信
公共的価値を守る新しいライフスタイルを提案店舗

ステークホルダー
協議会

マルシェ、
ＣＳＡ手法、
農業体験等
取組

生産者等に
よるＰＲ

官民協力
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12【提言４】学校給食、食農教育を通じた将来世代への訴求力を強化すること

特に将来世代の有機農産物等への価値理解を促進するとともに、地域農業や農家を知る
きっかけにするためにも、以下について提言

（１）学校給食現場等での県産有機農産物食材活用のさらなる取組拡大
学校給食等への食材供給により将来世代に有機農産物の価値を伝えていくことは重要。
産地での有機農産物等の生産量を増加させることを基本に、生産者と学校給食関係者

との関係づくりを支援や、学校給食への有機農産物供給を支援する民間団体（ＮＰＯ法
人等）の活動事例なども参考とし、産地市町内での学校給食での有機農産物等の活用を
拡大。さらに、産地市町から都市部等の市町への有機農産物等の供給モデルを構築し、
より多くの子どもたちが有機農産物等や地域農業に触れる仕組みづくりを推進

（２）食農教育の充実
学校給食での有機農産物等の供給に加え、学習農園を活用した環境学習やアグリツーリ
ズムなどにより、食農教育を充実させ、その価値の理解をさらに促進。
生産地と教育現場をつなぐ人材の育成や、有機農業の現場を熟知している有機ＪＡＳの
登録認証機関や民間団体等による協力を支援し、食農教育の取組が一過性に終わらず、
継続していく仕組みづくり

(N)

(M)

(O)

(O)
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環境学習・ｱｸ゙ ﾘﾂ ﾘーｽﾞﾑ
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広域連携による都市部
への産物の供給

【めざす姿】

有機農産物供給

有機農産物確保困難

【現状】

供給増

供給増

Ａ市
【産地】

Ｂ町
【産地】

Ｃ市
【都市部】

食農教育・理解促進

Ａ市
【産地】

Ｂ町
【産地】

有機農産物供給

Ｃ市
【都市部】

学
習
農
園

提言４によりめざす姿

有機JAS登録認証機関やNPO法人等と協力
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実需者
（流通事業者・

小売店等）

多様な品目を個々に出荷Ａ市

【現状】

共同化

JA等と協力

Ａ市

太い流通

【めざす姿】

規模拡大・生産者確保

Ｂ市

Ｂ市

Ｃ市

Ｃ市

実需者
（流通事業者・

小売店等）

有機農産物等の流通・販売促進のためには、生産量の増加による販売ロット拡大が
欠かせない。このため、以下のような取組が必要

【参考】生産面の対策

①拡大志向農家を中心に栽培技術面や施設・機械整備等を支援し、生産規模拡大を推進
②有機農業アカデミー（仮称）開設、オーガニックビレッジ取組市町と協力した情報共有等によ
り、新規就農者や有機農業への転換農業者など新たな生産者確保を推進
③ＪＡや流通事業者等との協力により生産者の共同出荷や機械共同利用等を支援
④有機ＪＡＳ認証取得への支援
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少量多品目生産等を行い、一定の購入
者に産消提携等で販売を行う有機農業
経営（数名のグループ含む）

グループ等で品目を絞り、生産方法や
規格を統一して量販店等と結びついた
販売を行う産地等

【事例】大皿一寿氏
少量多品目を生産
し、数人のグルー
プでCSAに取組

【事例】市川町笠形
地区の篤農家
季節の野菜セット
や味噌、玄米餅な
どの加工品をイン
ターネット等で販売

【事例】おおや高
原とコープこうべ
高原でほうれん草等の
葉物野菜を通年栽培し、
全量をコープこうべが
買取

【事例】丹波地域
のｸﾞﾙｰﾌﾟ販売
品目毎にグループ
を組み、量をまと
めて加工業者や量
販店に販売

めざす姿(2050年）

特定の

流通事業者

販売事業者

等

ﾚｽﾄﾗﾝ等個別
実需者

消費者(産消
提携)
直売所

等

現 状
生 産生 産（R5取組者：1,264人) 流通・販売

JAや市場流通等を通じ
て複数の販売先へ販売
できる規模の産地化等

小規模産地や同じ品目
を生産するグループな
どが、特定の販売事業
者等と結びついた生
産・販売が増加

生 産 流通・販売

県産有機農
産物等の量
販店等での
売場が増え、
県民が有機
農産物を買
うことがで
きる機会が
増大

消費者との交流（農作
業体験会やマルシェ
等）を通じた理解促進

産消提携で、
特定の顧客
と結びつい
た販売
直売所など、
小規模生産
で対応可能
な販売

有機農業アカデミーで確かな技術を持ち、販売までを見据えた経営として成り立つ有機農
業に取り組む担い手を育成し、産地単位の面的な取組を増加・拡大し、本県有機農業取組面
積の目標達成に向け取組を加速化

R6以降の取組
（赤字がR7以降新規）

15

消費者の
理解促進

商談会等

取組者の増加と規模拡大
による生産量確保



Hyogo Prefecture

出荷コスト・労力削減支援（出荷・流
通効率化の取組の実証）

【流通事業者との連携】

中⾧期的な主な取組
（Ｒ８～）

先行して実施する取組
（Ｒ７）

県産有機農産
物等の量販店
等での売場が
増え、県民が
有機農産物を
買うことがで
きる機会が増大

有機農業等のさらなる取組拡大のため、担い手の育成・確保や規模拡大等による生産量増加に加え、有機農産物等の物量確保による太い流通
の確立や、環境負荷低減や持続性に有効な取組であること等の県民の理解促進に資する施策に取り組む。

【行政（主に県）】
ｱ 生産と実需のマッチング・
情報交換の場づくり
ｲ 産地ごとの重点品目の選定
ｳ 産地化・共同化支援
ｴ 市町やＪＡ等との調整、広
域調整
ｵ新たな取組の実証や当面の掛
かり増し経費の支援
ｶ 啓発イベント等開催
ｷ 食農教育取組支援

16【課題に対応した県の施策の方向性】

県民が環境負
荷の少ない生
産方式として
有機農産物等
を優先して購
入

生産者と実需者との情報共有推進（情報
共有の場づくり、生産見える化等情報共
有に役立つアプリの開発・実証）

学校給食現場での県産食材導入のさら
なる取組拡大の推進
（生産者と都市部を結びつける広域での
学校給食県産食材流通モデルづくり等）

関係者が連携したＰＲの強化（キャッチコ
ピー等活用促進、ＰＲ映像等コンテンツ活用、
産地をＰＲするインフルエンサー養成、生産
者によるＰＲ取組強化等）

地元産と有機農業の価値を関連づけた
情報開示（県産の「環境にやさしい農
業」を発信するキャッチコピー等の作
成・理解促進フォーラム開催等）

各機関の役割や
取組（案）

流
通
・
販
売

理
解
促
進

出荷コスト・労力削減支援（出荷・流通効率
化モデルの普及、流通拠点の強化等）

【継続】有機ＪＡＳ認証取得への支援

めざす姿
(2050年）

【ＪＡや流通事業者との連携】

【市町、教育委員会と連携】

【民間事業者・ＪＡ等】
ｱ 有機農産物の取り扱いの円
滑化（小分け認証など）
ｲ 既存拠点の有機農産物集荷
への活用
ｳ 店頭などでのＰＲ
ｴ 輸送効率化

【生産者】
ｱ ニーズに応じた生産と安
定供給
ｲ 面積拡大や共同化による
ロットの拡大
ｳ ほ場や店頭でのＰＲ

【継続】ＣＳＡ手法やマルシェ等イベント開催による消費者との交流

学校給食現場での県産食材導入のさらなる取
組拡大・有機給食を通じた食農教育の充実
（有機農業に関する食農教育人材の確保、育
成、産地と学校の調整を担う産地コーディ
ネーター人材養成等）

【市町、教育委員会と連携】

生産者と実需者との情報共有推進（アプリの普及
等による情報共有の強化）

【生産者・流通事業者の意見確認し開発、普及】

生
産

取組者の増
加・規模拡大
によりニーズ
に応えられる
生産量確保

担い手育成・確保（有機農業アカデミー（仮称）開設）
規模拡大志向生産者への支援・新たな生産者の確保推進（技術的支援・施設機械整備等
支援）
生産者の共同化支援（共同出荷、機械共同利用等支援）

【オーガニックビレッジ取組市町、ＪＡ、流通事業者等との連携】


